
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○構造改革の更なる加速～経営マインドを持った力強い担い手の確保・育成

976,684 
(1,137,372)

40,000 
(40,000)

75,165 
(84,362)

16,465 
(0)

2,032 
(0)

42,274 
(0)

37,493 
(82,804)

5,403 
(0)

223,003 
(113,276)

スマート農業推進事業 研究普及課

117

力強い農業を支える生産基盤の整備や農村地域の防災力向上を推進す
るため、農業農村整備事業の計画を策定する。
【新】農地の有効活用により、新規参入者への農地の確保や中核的担い
手の規模拡大を推進するため、市町村と連携し、農地再編整備構想を策
定する。（２地区）

農村整備計画
課

農業農村整備計画調査事
業

118

持続可能で力強い経営体を確保・育成するため、法人化に取り組む生
産者に対し、研修会や専門家派遣などを実施するとともに、法人登記に
要する経費に対し助成する。
　・地区別研修会（６か所）、法人化育成研修会（４回）
　・専門家派遣（１８人、各２回）
　・登記費用助成（４０万円）、法人経営研修会（６回）　など

農山漁村・担
い手支援課

近隣の担い手不在集落をカバーできる経営力のある集落営農法人を育
成するため、経営の多角化や規模拡大、法人間連携に取り組む法人が行
う農業機械等の整備に対し助成する。
　・補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）

地域内の認定農業者や法人等の連携による広域営農システムを構築す
るため、地域農業経営サポート機構の運営経費やオペレーター雇用経費
を助成する。
　・実施箇所　臼杵市、日田市
　・補助率　　定額（県１／２　市１／２）

集落営農・水
田対策室

集落営農構造改革対策事
業

123

素材生産の担い手となる林業就業者の確保・育成を図るとともに、素
材生産コストの低減に向け、林業事業体が行う高性能林業機械の導入に
要する経費に対し助成する。
　・担い手確保育成　インターンシップの開催、オペレーター研修　等
　・素材生産　　　　高性能林業機械の導入支援（補助率１／２）

林務管理課林業事業体強化推進事業

攻めの水田農業構造改革
事業

栽培の見える化による生産性向上を図るため、別府市の地熱活用型ス
マート農業ハウスにおいて、環境制御の最適化モデルを作成するととも
に、先進農家の栽培技術をデータ化し、携帯型端末（タブレット）によ
る新規就農者等の営農指導に活用する。

122

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

115

担い手への農地集積と集約化により、農地利用の高度化を図るため、
農地の中間的な受け皿である農地中間管理機構の運営を支援するととも
に、機構への農地提供者に対し協力金を交付する。
　・経営転換協力金　　０．５ｈａ以下 ３０万円／戸
　　　　　　　　　　　２．０ｈａ以下 ５０万円／戸
　　　　　　　　　　  ２．０ｈａ超　 ７０万円／戸
　・耕作者集積協力金　１万円／１０ａ
　・地域集積協力金　　１．５～２．７万円／１０ａ

　〔債務負担行為　１６０，０００千円〕

農地農振室農地中間管理推進事業

116

低コスト農業を実現するため、農地集積を推進する認定農業者等へ農
地集積担い手交付金を交付する。
　・交付要件ア　　５年以上の利用権を設定
　　　　　　イ①　受け手の農地に連たんした農地
　　　　　　　②　①に該当しない概ね５０a(中山間地は３０a)以上
　　　　　　　　　の連たん、もしくは一筆の農地
　・交付単価　　２万円／１０a

農地農振室
農地集積・集約化推進事
業

農業経営体法人化推進事
業

119

経営規模の拡大に伴う雇用労働力不足の解消を図るため、産地間の人
材調整等を担う労働力確保戦略支援センターの運営経費に対し助成す
る。
　・実施主体　全国農業協同組合連合会大分県本部
　・補助率　　１／２

園芸振興室
農林水産業労働力最適活
用支援事業

120

121

地域水田農業の持続的発展を図るため、大規模経営体の機械整備や、
低タンパク米、つや姫など大分米のブランド化の取組等に対し支援す
る。
【特】稲作のコスト削減に向け、超高速播種機による乾田直播栽培の大
規模実証を実施する。（宇佐市）

集落営農・水
田対策室

特

特

特

特



29,701 
(23,000)

20,240 
(23,067)

11,425 
(0)

18,329 
(0)

695,893 
(368,828)

23,902 
(0)

12,277 
(8,851)

64,323 
(29,365)

 ○構造改革の更なる加速～マーケットインの商品づくりの加速

2,144,937 
(0)

27,248 
(27,588)

3,005 
(0)

131

128

就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農時４５歳未満の者に
対し、国の制度を活用し、青年就農給付金を交付する。
　・準備型　　　150万円/年　最長２年間
　・経営開始型　150万円/年　最長５年間
【特】国の給付金の対象とならない就農時４５歳未満の親元就農者に対
し、県単独の給付金制度を創設する。
　・親元就農準備型　150万円/年　最長１年間

・親元就農開始型 100万円/年 最長２年間（準備型給付期間を含
む)

農山漁村・担
い手支援課

青年就農給付金事業

129

林業経営を担う有望な人材を確保・育成するため、(公財)森林ネット
おおいたが行う「おおいた林業アカデミー」の運営経費に対し助成する
とともに、就業時４５歳未満の研修生に対し、国の制度を活用し、青年
就業準備給付金を交付する。
　・交付額　１２．５万円／月　１１か月間

林務管理課林業就業準備支援事業

130

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、大分県漁業協同組合が
行う漁業学校の運営経費に対し支援するとともに、就業時４５歳未満の
研修生に対し、国の制度を活用し、青年就業準備給付金を交付する。
　・交付額　１５０万円／年　１年間
【特】漁業就業者の定着を図るため、就業時４５歳未満の者に対し県単
独の給付金制度を創設する。
　・独立経営型　１５０万円／年　１年間
　・親元就業型　１００万円／年　１年間

戦略魚種養殖推進事業

水産振興課

126

魚類養殖業者の経営安定を図るため、低水温期に発生する赤潮の発生
源分布調査を行うとともに、早期の注意喚起に向け、赤潮が養殖場へ流
入する気象・海象条件を調査する。 漁業管理課

低水温期発生型赤潮対策
強化事業

(産業廃棄物税活用事業)

127

本県への移住就農を促進するため、県内外で就農相談会や短期研修等
を実施する。
　・就農相談会　　関東(13回)、関西(11回)、福岡(17回)、県内(1回)
　・体験研修　　　関東( 1回)、関西( 1回)、県内( 2回)
　・県内短期研修（5日間）、雇用就農向けインターンシップ
　・アクティブシニアを対象とする就農説明会、研修（12日間） など

農山漁村・担
い手支援課

（再掲）ＵＩＪターン就
農者拡大対策事業

漁業担い手総合対策事業

（森林環境税活用事業）

農山漁村・担
い手支援課

企業等農業参入推進事業

132

124

育林コストの低減及び林業労働の負担軽減を図るため、山林作業の省
力化につながる新技術の導入などを推進する。
　・３Ｄレーザースキャナの導入支援（補助率１／２）
　【特】３Ｄレーザースキャナを活用した森林簿の改定
　【特】航空レーザー測量データを活用した森林基本図の作成
　・ＱＧＩＳ操作技術研修の開催　など

林務管理課
おおいた林業新技術導入
推進事業

125

価格変動の影響を受けやすいブリ単独養殖業者の経営安定に向け、ブ
リとヒラマサの複合養殖を推進するため、大分県漁業公社にヒラマサの
人工種苗の生産を委託する。
　・委託生産種苗数　１０万尾（成魚４００トン相当）
【特】天然資源の保護意識が高いＥＵ圏への輸出に向け、ブリの人工種
苗生産技術を確立する。

水産振興課

県内外の異業種企業等の農業参入を促進するため、候補地の選定から
参入決定後の農地整備に至るまで様々な段階での総合的な支援を行う。
　・企業誘致の初動対策として、参入候補地の草刈等の実施
　【特】営農開始前の段階での栽培技術の研修経費に対し助成
　・農業用機械や水利施設、鳥獣被害防止柵等の整備に対し助成

マーケットニーズに対応した産地の規模拡大による戦略品目のさらな
る産出額向上のため、栽培施設等の整備に要する経費に対し助成する。
　【新】大規模リース団地　こねぎ（宇佐市）
　【新】大規模生産施設　　トマト（国東市）　　など
【特】農村地域での就農・雇用機会の拡大を図るため、市町村と連携
し、補助率のかさ上げを行う。
　・新規就農施設　　　　　補助率1/2→2/3
　・新規常用雇用導入施設　補助率1/2→3/5（限度額250万円/人）

活力あふれる園芸産地整
備事業

133

マーケットインの商品づくりを推進するため、流通対策本部を総合商
談窓口として、マーケットニーズに機動的に対応した販売促進・販路開
拓活動を実施するとともに、生産者の県外展示商談会の出展を支援す
る。
【特】旬入り宣言と連動し、生産者、県内量販店及び食品メーカーと連
携した販売促進活動を実施する。

おおいたブラ
ンド推進課

The･おおいたブランド流
通販売戦略推進事業

134

地域における青果物の安定出荷先の確保と安定供給体制の構築を図る
ため、佐伯青果卸売市場協同組合が行う３つの地方卸売市場の統合に要
する経費に対し助成する。
　・補助率　１／３
　・内　容　実施設計（開場予定　平成３０年４月）

おおいたブラ
ンド推進課

卸売市場施設整備事業

園芸振興室

特

特

特

新

新



32,044 
(0)

27,399 
(0)

148,785 
(108,730)

1,129 
(0)

1,027,000 
(310,000)

138,637 
(0)

47,756 
(81,157)

100,972 
(0)

211,229 
(0)

12,268 
(0)

3,060 
(0)

135

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得拡大を図るため、輸出拡大
の取組を推進する。
　・北米での農林水産物フェアの開催（米国１回、カナダ１回）
　・海外コーディネーターの委嘱（米国、ＥＵ、シンガポール）
　・英文契約書作成費の助成（補助率１／２）
　・ブランドおおいた輸出促進協議会が行う販路開拓等の取組の支援

おおいたブラ
ンド推進課

農林水産物輸出需要開拓
事業

137

生産者の所得向上や雇用の増大を図るため、多様な事業者が取り組む
創意工夫を凝らした新商品開発や加工施設整備などを支援する。
　・６次産業化サポートセンターの運営支援（産業創造機構）
　・商品開発や販路開拓、加工施設設備整備の支援（補助率3/10）

おおいたブラ
ンド推進課

６次産業化サポート体制
整備事業

138

県内最大の露地野菜産地である竹田市菅生地区における産地規模のさ
らなる拡大を図るため、省力化安定生産に向けた取組を支援する。
　・完全機械化による安定生産モデル実証圃の設置
　・先進地視察研修、労働時間調査　など　（補助率１／２）

園芸振興室
(豊肥振興局)

竹田地域露地野菜生産拡
大推進事業

(元気創出基金活用事業)

農商工連携による農林水産物の付加価値向上を図るため、産地と食品
企業が連携した取組を支援する。
　・食品企業と産地のマッチングを行うフードマーケターの設置
　・新品目導入に要する土づくり経費等の支援（７万円／１０ａ）
　・加工機材等の設備費の支援（補助率１／２）　など

おおいたブラ
ンド推進課

食品企業連携産地拡大推
進事業

139

「おおいた豊後牛」の安定供給に向け、繁殖・肥育農家の生産基盤を
強化するため、繁殖雌牛の増頭経費を支援するとともに、大分県畜産公
社が行う肥育牛預託貸付制度について、素牛預託に加え、管理費を支給
する飼育管理預託を新設する。
　・繁殖雌牛増頭時の育成費支援
　　　補助単価　１０．５万円／頭　５００頭分
　　　補 助 率　県２／３、市町村１／３
　・肥育牛預託貸付制度
　　　肥育素牛預託　　６５万円／頭　新規５００頭分
【新】飼育管理預託　１０５万円／頭　新規５００頭分

畜産振興課肉用牛生産基盤拡大緊急
支援事業

140

持続可能な肉用牛生産基盤の確立に向け、畜産クラスター計画に基づ
く地域内連携による収益力向上に向けた畜舎等の整備に対し助成する。
　・補助率　１／２（豊後高田市）

大規模経営体を目指す経営体が行う規模拡大のための畜舎の整備や改
造に対し助成する。
　・補助率　１／３（畜舎１６０頭、畜舎改造１００頭）

畜産技術室

136

肉用牛競争力強化対策事
業

143

県産豚肉の競争力強化を図るため、おおいたポークブランド確立協議
会（仮称）が取り組む統一ブランド化による販促活動などを支援すると
ともに、美味しさの指標であるオレイン酸の測定体制を整備する。

畜産クラスター計画に基づく収益力向上に向けた畜舎等の整備に対し
助成する。
　・補助率　１／２（九重町菅原）

畜産技術室
県産豚競争力強化対策事
業

142

酪農経営の生産性向上を図るため、生産者が行う暑熱対策・省力化施
設の整備に要する経費に対し助成する。（補助率１／３）

効率的な乳用牛改良に向け、大分県酪農業協同組合が行う酪農家への
優良雌牛の貸付けに要する経費の一部を貸し付ける。
　・新規貸付　４０万円／頭　８０頭分

畜産技術室
酪農経営生産性向上対策
事業

141

酪農家の乳外所得の向上に向け、黒毛和種受精卵移植の取組を推進す
るため、不受胎時の再移植費用に要する経費を助成する。
　・補助単価　５６，０００円（２１０頭分）

経営体の労力不足を解消し搾乳牛の増頭を図るため、乳用子牛の県内
預託牧場への預託経費に対し助成する。
　・補助単価　５０，０００円（７００頭分）

畜産技術室酪農振興総合対策事業

144

県産和牛のブランド力向上を図るため、豊後牛流通促進対策協議会が
行うフェア開催や、県内外の飲食店・旅館などへの販売促進活動等を支
援する。

牛乳の消費拡大を図るため、生産者と乳業会社が連携して行う酪農体
験教育等の取組を支援する。

畜産振興課畜産物流通促進対策事業

145

輸入飼料の高騰が続く中、安定した畜産経営を確立するため、低コス
ト濃厚飼料であるＳＧＳ（ソフトグレインサイレージ）の生産実証に要
する経費に対し助成する。
　・実施箇所　中津市、杵築市
　・補助率　　１／２

畜産技術室
県内飼料利用拡大対策事
業

特

新

特

特

新

地

特

特



2,288,655 
(1,969,550)

51,464 
(0)

165,163 
(809,635)

11,342 
(18,412)

81,783 
(48,360)

23,094 
(50,285)

33,393 
(0)

2,802 
(0)

14,021 
(0)

 ○元気で豊かな農山漁村の継承

8,531 
(0)

42,274 
(0)

155

地産地消の推進を図るため、集客力や販売力の向上に向け直売所が取
り組む商品開発などを支援するとともに、県産食材を使用する飲食店な
どをＰＲする。
　・直売所の商品開発等に対する助成（補助率１／２、１２件）
　・高校生・大学生等を対象とした地産地消作品コンテストの実施
　・とよの食彩愛用店や直売所情報の発信　など

おおいたブラ
ンド推進課

おおいた味力発信・地産
地消推進事業

156

地域内の認定農業者や法人等の連携による広域営農システムを構築す
るため、地域農業経営サポート機構の運営経費やオペレーター雇用経費
を助成する。
　・実施箇所　臼杵市、日田市
　・補助率　　定額（県１／２　市１／２）

近隣の担い手不在集落をカバーできる経営力のある集落営農法人を育
成するため、経営の多角化や規模拡大、法人間連携に取り組む法人が行
う農業機械等の整備に対し助成する。
　・補助率　１／２（県１／３　市町村１／６）

集落営農・水
田対策室

（再掲）集落営農構造改
革対策事業

146

伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業の構造改
革を推進するため、森林所有者が行う路網整備や搬出間伐の取組、製材
業者が行う木材加工施設整備などに対し助成する。
　・林業専用道開設（２５千円／ｍ）、作業道開設（２千円／ｍ）
　・搬出間伐（３５万円／ｈａ）
　・原木流通・木材加工施設の整備（１０か所、補助率１／２）　など

林務管理課
林産振興室
森林整備室

次世代林業基盤づくり事
業

147

需要の伸びが期待されるパネル工法住宅への地域材利用を促進するた
め、地域材パネル生産施設の整備及び、施工に必要な技術習得に向けた
取組を支援する。
　・パネル生産施設の整備の助成（補助率１／２）
　・地域材パネル工法研修会の実施

林産振興室
おおいた型次世代木造住
宅創造事業

（森林環境税活用事業）

148

県産材の需要拡大を図るため、地域材を使用した公共建築物等の建設
に要する経費に対し助成するとともに、非住宅分野での木造建築物の建
設促進に向けた研修会を実施する。
　・公共建築物等の木造化等の助成（４か所、補助率3/20～10/20）
　・ＣＬＴ活用研修会（６回）
　・木造マイスター育成研修会（６回）

林産振興室
木造建築物等建設促進総
合対策事業

149

産地間競争が激化する中、県産材の競争力強化を図るため、九州各県
との連携のもとに行われる九州材の販路拡大の取組を支援する。
　・関東以北に向けた出荷拠点へのコンテナ輸送費の助成（１５千円）
　・釜山港への製材品コンテナ輸送費の助成（補助率１／３～１／２）
　・国内及び韓国住宅フェア出展経費の助成（補助率１／２）　など

林産振興室
九州材販路拡大総合対策
事業

150

しいたけの生産性向上と増産を図るため、生産基盤の整備や生産施設
の近代化に取り組む生産者を支援する。
　・低コスト簡易作業路の整備　　　（補助率　定額４００円／ｍ）
　・乾しいたけ人工ほだ場等の整備　（補助率　１／３～１／２）
　・バックホウや植菌機等の導入　　（補助率　１／３～１／２）

林産振興室
しいたけ増産体制整備総
合対策事業

（森林環境税活用事業）

151

生産者の経営安定に向け、しいたけの消費拡大を図るため、大分県椎
茸振興協議会等が行う販路開拓などの取組を支援する。
　・大都市圏での試食販売、料理セミナーの開催
　・飲食店等へのサンプル提供
　・米国、タイ、マレーシアでの商談会への参加　など

林産振興室
原木しいたけ消費拡大推
進事業

152

新たな戦略魚種である養殖クロマグロの多様な販路を確保するため、
養殖業者が行うマグロブロック加工処理施設の整備に要する経費に対し
助成する。
　・実施箇所　佐伯市
　・補助率　　３／１０

水産振興課
養殖クロマグロ加工施設
整備事業

153

新たな戦略魚種であるハモの資源管理を推進するため、資源の分布や
量、産卵時期などを調査し、海域に適合した資源管理手法を確立する。
　・調査箇所　豊前海、別府湾、佐伯湾 水産振興課

戦略魚種ハモ資源管理対
策事業

154
県産水産物流通拡大推進
事業

県産水産物のブランド確立による流通拡大を図るため、戦略魚種の販
売促進活動に要する経費に対し助成するとともに、魚食普及に向け、業
界が一体となって行う消費拡大の取組などを支援する。
　・かぼすブリの早期出荷による競争力強化
　・新戦略魚種である養殖クロマグロや養殖カキ類の販路開拓
　・「県産魚の日」における旬の魚のＰＲ　など

漁業管理課

特

特

新

特

特

特



389,440 
(388,440)

20,894 
(37,955)

454,455 
(451,469)

294,128 
(271,354)

②多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保
（単位：千円）

683,957 
(638,337)

35,923,389 
(37,452,482)

1,209,449 
(1,215,653)

254,987 
(324,206)

80,000 
(0)

企業立地促進事業

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

157

森林の公益的機能の確保に向け、皆伐後の確実な再造林を推進するた
め、森林所有者が行う従来の植樹本数を削減した低コスト再造林に要す
る経費に対し、製材業界等と連携し、国庫補助に上乗せして助成する。
　・補助対象　植樹本数 1,000本以上2,000本以下（１haあたり）
　・補助率　　国５１％、県３２％、業界７％、森林所有者１０％

森林整備室（再掲）再造林促進事業

(森林環境税活用事業）

163

商工会・商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会
連合会が行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。
【特】商工会等の青年・女性部を対象に実施する地方創生に資するプラ
ンの募集及び実践を支援するとともに、資質向上や交流促進などの活動
を支援する。

商工労働企画
課

小規模事業支援事業

162

中小企業の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付原
資を預託する。（新規融資枠　７００億円）
　【新】交流人口の増加に対応し施設のリニューアル等を行う旅館・ホ
　　　　テルや飲食・小売、運輸等事業者向け資金の創設（２０億円）
　　　　融資利率　１．８％～２．４％、保証料率　０．２５％
　　　　限度額　　設備・運転２．８億円、償還期間　１５年以内
　【新】新エネルギー施設等導入資金の対象施設
　　　　電気自動車用充電設備の追加
　
　〔債務負担行為　１，６６５，６８９千円〕

経営金融支援
室

中小企業金融対策費

（再掲）荒廃竹林整備・
利活用推進事業

(森林環境税活用事業）

159

イノシシ、サル等の野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、
金網柵やネット柵など、集落全体で行う被害対策活動を支援するほか、
捕獲報償金を交付するとともに、狩猟肉の有効活用に向けて首都圏での
商談会等を開催する。
　・捕獲報償金額　イノシシ　猟期外（3/16～10/31）6,000円/頭
　　　　　　　　　サル　　　通  年　　　　　　　 8,000円/頭

森との共生推
進室

鳥獣被害総合対策事業

160

シカによる農林作物被害の軽減を図るため、森林所有者等が行う防護
柵や防護ネットの設置に要する経費などを支援するとともに、捕獲報償
金を交付する。
　・捕獲報償金額　猟　期（11/1～ 3/15）12,000円/頭
　　　　　　　　　猟期外（3/16～10/31）10,000円/頭

森との共生推
進室

森林シカ被害防止対策事
業

(森林環境税活用事業）

165

高度な技術が集積する半導体・自動車関連産業等の構造変化に対応し
た技術力の底上げを図るため、新分野や成長分野へチャレンジする企業
が行う人材確保や人材育成に対し助成する。
　・人材確保　専門知識、事業統括スキル等を有する人材の確保、
　　　　　　　即戦力となる求職者の雇用に伴うＯＪＴの実施
　・人材育成　他社や研究機関での研修支援など

産業集積推進
室

戦略産業成長分野参入支
援事業

158

景観を保全し山林の再生を図るため、荒廃竹林を広葉樹林化する取組
や、竹材やタケノコなどの生産地に再生する取組に対し支援する。
　・事業主体　市町村、森林組合等
　・補助率　　３／４

森との共生推
進室

164

地域を牽引する地場中小企業を育成するため、５年以内に雇用人数を
３０人以上または付加価値額を１億円以上増加する企業の人材育成や商
品・サービス力強化等を支援する。
（付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費）
　・補助率　　組織力強化費（高度人材確保、人材育成等）　２／３
　　　　　　　競争力強化費（商品改良、市場開拓等）　　　１／２
　　　　　　　設備整備費　（機械設備等の整備、建物除く）１／２
　・限度額　　６，０００万円（３年以内）

経営金融支援
室

地域牽引企業創出事業

161

戦略的、効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び
雇用創出の一部に対し助成する。
【特】若者の就労を促進するとともに、本県への移住・定着を図るた
め、県外から本社機能を移転する企業に対する補助制度を創設する。
　・補助要件　　　県外から本社機能を移転し10人以上雇用する企業等
　・雇用等奨励金　５０～８０万円×雇用者数
　・設備投資　　　土地・建物、設備取得額又は賃借料×３～１０％

企業立地推進
課

特



10,528 
(0)

27年度2月補正
予算計上予定

27年度2月補正
予算計上予定

33,958 
(38,428)

27年度2月補正
予算計上予定

27年度2月補正
予算計上予定

6,817 
(6,881)

37,317 
(36,558)

12,061 
(0)

59,597 
(0)

75,739 
(0)

9,924 
(4,489)

ＩＣＴ・データ利活用推
進事業

177

ＩＣＴの利活用による県内企業の成長促進を図るため、企業内に蓄積
されたビッグデータを活用し、経営課題の解決や新サービスの創出等に
つなげる取組を支援する。
　・グループ研修　　　　　  サンプルデータ分析演習
　【特】レベルアップ研究  　グループワークによる自社データ分析
　【特】イノベーション研究　経営戦略実践に向けたＩＴ経営計画策定

情報政策課

169

東九州メディカルバレー構想に基づき、県内企業の医療機器産業への
参入等を促進するため、医療産業新規参入研究会員の取組を支援する。
　・県外の大学・企業等と連携した医療機器の開発支援(補助率２／３)
　・県産革新的医療・福祉機器の導入支援           （補助率１／２)
　【特】医療・福祉現場のニーズ探索による機器開発ワーキングの開催
　・機器開発コーディネーター、薬事アドバイザーの派遣　など

産業集積推進
室

医療機器産業参入加速化
事業

172

大都市圏を中心に県産品の販路開拓・拡大及び定番化を図るため、商
社、百貨店、スーパー等のバイヤーとの連携を支援するとともに、県外
消費者向けＰＲを行う。
　【特】催事、産直などテーマに応じたマッチング商談会の実施
　【特】流通アドバイザーによる販路開拓等のサポート
　・販促イベントの開催　など

商業・サービ
ス業振興課

県産品販路開拓支援事業

経営革新企業成長促進事
業

(元気創出基金活用事業)

175

企業の稼ぐ力を創出し、雇用拡大や付加価値向上を図るため、新市場
や成長分野にチャレンジする事業者に対し助成する。
　・対象者　　経営革新計画の承認を受けた中小企業者
　・補助率　　１／２（限度額１５０万円、従業員の処遇改善を行う
　　　　　　　企業は２００万円）
　・対象経費　販路開拓費、マーケティング経費、商品改良費、
　　　　　　　生産性向上に係る経費、クラウドファンディング経費等

経営金融支援
室

経営金融支援
室

クリエイティブ産業創出
事業

経営金融支援
室

おおいたスタートアップ
支援事業

創造性と挑戦心にあふれる創造的人材の感性やアイディアを生かし、
企業との連携による付加価値の高い商品・サービスの創出に向け、企業
とクリエイターとの融合の場づくりを行う。
　・地場企業とクリエイター等の交流イベントの開催　年９回
　・ネットワークサイトの構築
　・企業向けに紹介するクリエイターズブックの作成　など

174

173

首都圏フラッグショップ「坐来大分」を活用し、おおいたブランドの
確立を図るため、ＨＰや語り部スタッフによる情報発信や県産品の販路
拡大を行うとともに、多彩なメディアを利用した顧客開拓を行う。
　【新】坐来１０周年記念行事の開催　８月予定

商業・サービ
ス業振興課

フラッグショップ活用推
進事業

176

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターにおいて、創業者の成長志向に応じた指導や
フォローアップなどを行う。
　・製品の試作・改良、販路開拓費の助成（補助率２／３）
　・ビジネスプランの磨き上げセミナーの開催
　・女性を対象とした創業意欲喚起イベントやセミナーの開催　など

166

今後の安定した成長が期待される航空機産業への参入促進を図るた
め、高い技術力や特色を有する地場企業を支援する。
　・航空機産業参入セミナーの開催
　・参入支援アドバイザーの設置
　・航空機産業特有の品質認証資格取得費用の助成（補助率１／２）

工業振興課
ものづくり企業技術チャ
レンジ支援事業

167

製造業の生産管理能力を向上し海外市場を見据えた競争力を強化する
ため、地域金融機関との連携の下、生産性向上に必要な製造装置等の整
備を支援する市町村に対し助成する。
　・補助率　  県１／４、市町村１／４（限度額　１，０００万円）
　・補助要件　補助額の５割以上の融資枠確保が必要

ものづくり産業地域連携
推進事業

(元気創出基金活用事業)

工業振興課

168

産業用ロボットの取扱技術者を養成し、若者の県内就職率の向上を図
るため、県立工科短期大学に双腕ロボットを導入し、学生及び企業在職
者向けの講座を充実する。 雇用・人材育

成課
ロボット活用人材育成事
業

171

サービス産業の労働生産性の向上に向け、宿泊業を中心とした観光産
業のサービスプロセスの改善や高付加価値化を図るため、経営人材の育
成や業務効率化の取組を支援する。
　・生産性向上セミナーの開催（観光産業関係者）　５月
　・次代の宿泊業を担う人材育成講座の開催（次期経営者等）
　・３以上の企業グループによる生産性向上の取組支援（補助率 1/2）

商業・サービ
ス業振興課

サービス産業生産性向上
支援事業

170

ものづくり企業の医療機器産業への参入を拡大するため、医療現場の
ニーズを繋ぐ医療機器メーカーとのマッチングを福岡、宮崎県などと連
携し支援する。
　・医療現場のニーズ探索交流（マッチング）会の実施（大分市）
　・コーディネーターによる商談等のサポート

産業集積推進
室

九州連携医療機器産業拠
点形成事業

特

特

特

特



67,526 
(0)

7,586 
(0)

27年度2月補正
予算計上予定

42,544 
(21,591)

7,898 
(0)

27年度2月補正
予算計上予定

10,058 
(0)

③男女が共に支える社会づくりの推進
（単位：千円）

18,576 

(0)

21,591 
(22,701)

3,153 
(3,153)

187

農林水産業の持続的発展を支える経営感覚に優れた次世代農山漁村女
性リーダーを育成するため、おおいたＡＦＦ女性ネットワークが取り組
む経営など幅広い研修や、そのための環境づくりを支援する。
　・若い農山漁村女性の研修、交流
　・次世代女性経営士養成講座
　・先輩農山漁村女性による相談・育児支援

186

子育て中の女性が職業訓練を受講しやすい環境を整備し、再就職を支
援するため、訓練期間中の保育料助成や託児付き職業訓練を実施する。
　・保育料助成　　　　　９１人
　・母子家庭等対象訓練　２８人
　・託児付き職業訓練　　４０人

雇用・人材育
成課

女性の再就職チャレンジ
支援事業

180

農山漁村・担
い手支援課

次世代農山漁村女性リー
ダー育成事業

185

女性が活躍できる社会を実現するため、女性活躍推進宣言を行う企業
の拡大に取り組むほか、女性の就労やスキルアップを支援する。
　・女性が輝くおおいた推進会議、トップセミナーの開催
　【特】「女性活躍推進宣言」優良企業の表彰や成功事例集の作成
　【特】女性の活躍に関する意識調査の実施
　・無料託児サービスの実施(大分市、別府市、中津市)

県民生活・男
女共同参画課

女性の活躍推進事業

働き方改革推進事業

178

国の統一基準による自治体情報セキュリティの強化に対応し、新たな
セキュリティ装置や暗号化ツールの導入、個人情報取扱パソコンのイン
ターネットからの切離しなど庁内情報基盤の高度化を行う。 情報政策課

情報セキュリティ対策高
度化事業

雇用・人材育
成課

シニア雇用推進事業

181

若年求職者の早期就職及び職場定着を図るため、就職相談・セミナー
や企業情報の提供等を行う「ジョブカフェおおいた」を運営する。
　・本センターの運営（大分市内　おおいた産業人財センター内）
　・サテライトオフィスの運営（別府市、中津市、日田市、佐伯市）
　【特】高校生等へのキャリア教育セミナーの充実（１８→８７校）

雇用・人材育
成課

おおいた若者就職・定着
応援事業

183

本県産業の人材確保を図るため、九州・山口各県や産業界と連携し、
東京圏の大学生等を対象に県内就職を支援する。
　・九州・山口共同インターンシップの開催
　　　事前広報及びセミナーの実施
　・九州ＵＩＪターン就職応援フェアの開催
　　　合同会社面接会　７月予定、合同会社説明会　２９年３月

雇用・人材育
成課

（再掲）九州連携ふるさ
と若者就職促進事業

184

人口減少が進展する中、本県産業の維持･発展に向け、働く意欲のあ
る高齢者の就業環境を整えるため、中高年齢者就業支援センター内にシ
ニア雇用推進オフィスを設け、事業所への意識啓発などを行う。
　・シニア雇用推進員の配置
　・継続雇用制度の啓発、高齢者雇用の事例紹介　など

仕事と生活の調和のとれた社会づくりを目指し、ワーク・ライフ・バ
ランスの認知度向上や男性の仕事・家庭に対する意識改革につながる動
画コンテンツを九州・山口各県で共同制作し、県内民放テレビ等で放映
する。 労政福祉課

九州連携ワーク･ライフ
・バランス推進事業

182

企業の将来を担う人材の県内就職・定着を促進するため、ものづくり
産業に就職する大卒者等への奨学金返還助成制度を創設する。
　・対象者　日本学生支援機構又は大分県奨学会の奨学金貸与者等で、
　　　　　　県内の中小製造業に研究開発等を担う技術職として就職す
　　　　　　る新規大卒者等
　・助成額　毎年度の返還額（月額13,600円、通算122万4千円上限）
　・期　間　３０年度から３２年度までの就職

おおいた学生登録制度を通じ、大学等進学者が就職するまでの間、企
業情報や地域情報などをＷＥＢマガジンなどにより発信する。

雇用・人材育
成課

（再掲）おおいた学生県
内就職応援事業

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

労政福祉課179

多様な働き方が選択でき、育児参画などがしやすい職場環境づくりを
普及促進するため、ワーク･ライフ・バランスの推進に取り組む企業を
支援する。
　・働き方改革リーダー養成講座の開催　６０名（大分市、日田市）
　・ワーク･ライフ・バランス推進アドバイザーの派遣　２５社
　・おおいた子育て応援団（しごと子育てサポート企業）の認証

新

特

特

特

新



2,944
(2,944)

④人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進
（単位：千円）

124,660 
(0)

21,202 
(0)

49,437 
(0)

3,196 
(0)

80,713 
(91,054)

18,499 
(0)

80,318 
(12,038)

⑤海外戦略の推進
（単位：千円）

20,530 
(28,184)

女性による地域力向上支
援事業

188

女性が地域でいきいきと活躍できるよう、地域婦人会の活動を周知す
るなど、次代を担う人材育成を支援する。
　・女性活動実践フォーラムの開催（６市町）
　・リーダー研修の開催

社会教育課

滞在・循環型観光促進事
業

195

個人・グループ旅行の増加など観光形態の変化や訪日外国人の増加に
対応するため、滞在・循環型のまちづくりの一環として、広域的なツー
リスト・インフォメーション・センターを建設する由布市に対し助成す
る。

観光・地域振
興課

192

アジアの成長を取り込み本県産業の活性化を図るため、海外戦略に基
づき、県産品と観光の一体的なプロモーションを実施するほか、県内企
業の海外展開を支援する。
　【特】ポテンシャルが高いベトナムでのプロモーションの実施
　・県内企業と連携した県内大学生の海外留学支援
　・国際人材を育成する県内企業の支援（ＡＰＵ短期研修）

国際政策課海外戦略推進事業196

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

広域観光による誘客を図るため、本県単独での取組に加え、隣県や広
域観光推進組織と連携した誘客対策を実施する。
　・宮崎県と連携した東九州自動車道を活用するキャンペーン等の実施
　・長崎県、熊本県と連携した九州横断による旅行商品の造成
　・九州観光推進機構と連携した情報発信や誘客対策の実施

観光・地域振
興課

フェリーで結ばれている愛媛県南予地域との地域間交流を促進するた
め、大分・愛媛両県及び関係市町で構成する連携推進協議会を設置し、
相互交流や魅力発信を行う。
　・イベント等への相互参加・出店やＰＲビデオの制作
　・愛媛県における大分フェアの開催　など

観光・地域振
興課
(中部振興局)

大分・愛媛地域間交流促
進事業

(元気創出基金活用事業)

190

平成３０年に開山１３００年を迎える六郷満山をテーマとした新たな
キャンペーンによる観光客の増加を図るため、市町村等と連携し、周遊
観光ルートづくりや二次交通の実証実験に取り組むとともに、プロモー
ション映像を製作し積極的な情報発信を行う。

観光・地域振
興課

六郷満山開山１３００年
記念観光推進事業

191

189

デスティネーションキャンペーンの成果を活かし、国内旅行者の誘客
を促進するため、「おんせん県おおいた」の強みや連携する民間事業者
等の強みを活用した戦略的な誘客及び情報発信を行う。
　【特】交通事業者と連携した誘客キャンペーンの実施
　【特】旅行会社と連携した航空機利用者向け商品の造成
　・若者をターゲットにした温泉キャンペーン「お湯マジ！22」の開催

観光・地域振
興課

国内誘客総合対策事業

広域観光連携推進事業

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

193

外国人観光客の増加による消費拡大や雇用創出を図るため、効果的な
情報発信などを行うとともに、受入態勢を整備する。
　【特】ポテンシャルが高いベトナムに対する招聘ツアー等の実施
　【特】宿泊施設向け通訳サービスの提供(24時間365日対応)
　【特】ラグビーＷ杯大分開催を見据えたイメージ戦略の展開

観光・地域振
興課

インバウンド推進事業

194

インバウンド需要が旺盛なこの機を逃さず、新たな国際定期便の就航
につなげるため、台湾をはじめ、中国、香港、タイからのチャーター便
の誘致に取り組む。 交通政策課

国際チャーター便誘致促
進事業

新

特

新

特

地



32,044 
(0)

27年度2月補正
予算計上予定

16,507
(0)

⑥大分県ブランド力の向上
（単位：千円）

83,153 
(0)

⑦活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

500,000 
(500,000)

グローバル人材の育成を図るため、高校生を対象として、海外留学へ
の支援や人文科学等の課題を世界的な視野で考える力を養う「グローバ
ルリーダー育成塾」などを実施する。

小・中学生（各８０人）を対象に英会話中心のイングリッシュ・キャ
ンプを実施する。

高校教育課
グローバル人材育成推進
事業

県内での就職・起業を目指す留学生等を支援するため、就職コーディ
ネーター及び起業コンシェルジュを配置した「おおいた留学生ビジネス
センター」（仮称）を設置する。
　・設置場所　大分国際交流会館内（別府市）
　・開設時期　平成２８年９月（予定）

198

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

国際政策課
留学生就職・起業支援事
業

201

地域の活力を創出するため、「チャレンジ枠」、「地域創生枠」を設
定し、地域活性化に向けた取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率  ３／４　限度額  ２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／２
　　　　　　　　　ただし、地域創生に直結しない市町村事業は１／３
　　　　　　　　　限度額  3,000万円　支援期間　最長３年

地域活力応援
室

地域活力づくり総合補助
金

事　業　名

平成２８年度
当初予算額

前年度7月補正後
予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

197

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得拡大を図るため、輸出拡大
の取組を推進する。
　・北米での農林水産物フェアの開催（米国１回、カナダ１回）
　・海外コーディネーターの委嘱（米国、ＥＵ、シンガポール）
　・英文契約書作成費の助成（補助率１／２）
　・ブランドおおいた輸出促進協議会が行う販路開拓等の取組の支援

おおいたブラ
ンド推進課

200

本県の魅力（ブランド力）の向上を図るため、パブリシティ活動やＣ
Ｍ動画等による旬な情報発信を行う。
　・ＰＲ会社を活用したニュースレターの作成
　・首都圏在住の海外メディアに対する交流会や大分ツアーの開催
　・福岡等の学生の県内就職に向けた戦略的ＣＭの制作・放送　など

広報広聴課
おおいた魅力アップ情報
発信事業

199

（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

特

特

特


